
貸  借  対  照  表
 (2022年3月31日現在)

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

 流    動    資    産 324,672  流    動    負   債 268,950

現 金 預 金 20,146 支 払 手 形 2,725

受 取 手 形 278 電 子 記 録 債 務 28,817

電 子 記 録 債 権 800 工 事 未 払 金 101,568

完 成 工 事 未 収 入 金 163,685 開 発 事 業 等 未 払 金 340

開 発 事 業 等 未 収 入 金 945 短 期 借 入 金 46,002

販 売 用 不 動 産 80,270 一年以内返済予定の長期借入金 1,073

未 成 工 事 支 出 金 4,531 リ ー ス 債 務 19

開 発 事 業 等 支 出 金 30,153 未 払 金 2,935

材 料 貯 蔵 品 383 未 払 費 用 720

短 期 貸 付 金 472 未 払 法 人 税 等 3,460

未 収 入 金 20,724 未 払 消 費 税 等 15,292

そ の 他 3,130 未 成 工 事 受 入 金 12,449

貸　 倒　 引　 当　 金 △852 開 発 事 業 等 受 入 金 8,660

預 り 金 37,792

工 事 損 失 引 当 金 383

完 成 工 事 補 償 引 当 金 1,161

賞 与 引 当 金 5,380

そ の 他 165

 固    定    資    産 87,340  固    定    負    債 50,467

21,443 長 期 借 入 金 26,630

建 物 ・ 構 築 物 5,197 リ ー ス 債 務 34

機 械 ・ 運 搬 具 1,214 退 職 給 付 引 当 金 17,826

工 具 器 具 ・ 備 品 716 債 務 保 証 損 失 引 当 金 4,015

土 地 14,264 そ の 他 1,961

そ の 他 49

3,120 負 債 合 計 319,418

ソ フ ト ウ ェ ア 2,752 （ 純 資 産 の 部 ）

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 267 91,340

そ の 他 100 14,002

62,776 5,213

投 資 有 価 証 券 13,072 資 本 準 備 金 1,525

関 係 会 社 株 式 13,748 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,688

その他の関係会社有価証券 21,941 72,125

出 資 金 74 利 益 準 備 金 2,026

長 期 貸 付 金 3,852 そ の 他 利 益 剰 余 金 70,098

従業員に対する長期貸付金 23 圧 縮 記 帳 積 立 金 2,630

破 産 更 生 債 権 等 12 オープンイノベーション促進積立金 125

繰 延 税 金 資 産 10,268 別　途　 積 　立　金 4,050

敷 金 及 び 保 証 金 2,226 繰 越 利 益 剰 余 金 63,293

そ の 他 899 1,253

貸　 倒　 引　 当　 金 △3,344 1,874

22

△644

純 資 産 合 計 92,594

資 産 合 計 412,012 負 債 ・ 純 資 産 合 計　 412,012

（注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

株 主 資 本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

投 資 そ の 他 の 資 産
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損　益　計　算　書
 (自　2021年4月1日　　至　2022年3月31日）

（単位：百万円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　額

403,766

15,721 419,487

363,485

10,465 373,951

40,280

5,255 45,536

32,300

13,235

受 取 利 息 84

受 取 配 当 金 1,655

為 替 差 益 837

そ の 他 100 2,678

支 払 利 息 433

工 事 保 証 料 135

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 375

そ の 他 1,392 2,337

13,577

固 定 資 産 売 却 益 38

債務保証損失引当金戻入益 179 218

固 定 資 産 除 却 損 3

関 係 会 社 株 式 評 価 損 5,918

債務保証損失引当金繰入額 4,015

そ の 他 0 9,938

3,857

4,599

1,215

△1,572 4,243

385

（注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

完 成 工 事 高

開 発 事 業 等 売 上 高

開 発 事 業 等 売 上 原 価

営 業 利 益

売 上 高

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益

開 発 事 業 等 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

経 常 利 益

特 別 損 失

法人税、住民税及び事業税

当 期 純 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

過 年 度 法 人 税 等
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株主資本等変動計算書
 (自　2021年4月1日　　至　2022年3月31日）

. （単位：百万円）

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

圧縮記帳
積立金

オープン
イノベーション
促進積立金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当期首残高 14,002 1,525 3,688 5,213 2,026 2,630 125 4,050 64,738 73,571 92,786

83 83 83

遡及処理後当期首残高 14,002 1,525 3,688 5,213 2,026 2,630 125 4,050 64,822 73,654 92,869

当期変動額

剰余金の配当     △ 1,749 △ 1,749 △ 1,749

土地再評価差額金の
取崩

  605 605 605

当期純損失     △ 385 △ 385 △ 385

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

     

当期変動額合計 － － － － － － － － △ 1,528 △ 1,528 △ 1,528

当期末残高 14,002 1,525 3,688 5,213 2,026 2,630 125 4,050 63,293 72,125 91,340

評価・換算差額等  

当期首残高 2,368 27 △ 38 2,357 95,143

83

遡及処理後当期首残高 2,368 27 △ 38 2,357 95,226

当期変動額

剰余金の配当  △ 1,749

土地再評価差額金の
取崩

△ 605 △ 605 － 

当期純損失  △ 385

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△ 493 △ 4 － △ 498 △ 498

当期変動額合計 △ 493 △ 4 △ 605 △ 1,103 △ 2,632

当期末残高 1,874 22 △ 644 1,253 92,594

（注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

その他資本
剰　余　金

資本剰余金
合　　　計

株主資本
合　　計利　　益

準 備 金

そ　の　他　利　益　剰　余　金

純資産
合　計

土地
再評価
差額金

利益剰余金
合　　　計

評価・換算
差　額　等
合　　　計

資　　本
準 備 金

会計方針の変更による累
積的影響額

会計方針の変更による累
積的影響額

そ の 他
有価証券

評価差額金

繰　延
ヘッジ
損　益

資 本 金
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個 別 注 記 表 
 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

子会社株式、関連会社株式及びその他の関係会社有価証券 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

決算日時点の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定している） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

②デリバティブ 

時価法 

③棚卸資産 

 販売用不動産 

    個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定 

している） 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

開発事業等支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

している） 

材料貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定している） 

２．固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法による。ただし、1998 年 4月 1日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならびに 2016

年 4月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっている。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物・構築物  2～50 年 

機械・運搬具  2～50 年 

工具器具・備品 2～20 年 
②無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づいてい

る。 

③リース資産 

   所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

 ３．引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ている｡ 

②工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の見込まれるも

のについて、その損失見込額を計上している。 



5 

 

③完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積

補償額に基づいて計上している。 

④賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充てるため、将来支給見込額に基づき計上している。 

⑤退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

数理計算上の差異は発生年度に一括処理している。 

⑥債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上し

ている。 

４．収益及び費用の計上基準 

   「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020 年 3月 31 日。以下『収益認識会計

基準』という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30号 

2021 年 3 月 26 日）を適用しており、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、

もしくは、移転するにつれて当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を

認識している。主要なサービスまたは取引形態等における主な履行義務の内容及び収益を認識す

る通常の時点については以下のとおりである。 

（工事契約に係る収益認識） 

従来は、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の

工事については工事完成基準を適用していたが、財またはサービスに対する支配が顧客に一定の期

間にわたり移転する場合には、財またはサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、

一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更している。また、履行義務の充足に係る進捗度の見

積りの方法は、主として発生原価に基づくインプット法によっている。なお、進捗度を見積ること

のできない工事契約については原価回収基準で収益を認識している。なお、契約における取引開始

日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事については「収益認

識に関する会計基準の適用指針」第 95 項に定める代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり

収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識している。 

  （不動産販売に係る収益認識） 

    不動産を事業会社等に販売する事業において、顧客との不動産売買契約書に基づき当該物件の

引き渡しを負う義務を負っている。当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるもので

あり、当該引渡時点において収益を計上している。 

 ５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用している。なお、外貨建投融資及び外貨建金銭債権債務等の為替変動リ

スクをヘッジするために、外貨借入及び為替予約を行っており、当事業年度において振当処理の

要件を満たしている為替予約の付された外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行って

いる。 

   ②関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続 

     建設工事の共同企業体（ＪＶ）に係る会計処理の方法 

      主として構成員の出資の割合に応じて資産、負債、収益及び費用を認識する方法によっている。 
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貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 11,601 百万円 

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 
（１）担保に供している資産 
以下の資産は、銀行保証等の担保に供している。 

 短期貸付金 
投資有価証券 
関係会社株式 
出資金 

 長期貸付金 
 敷金及び保証金 

1 百万円 
21 百万円 
23 百万円 
60 百万円 
8 百万円 
1 百万円 

  合 計 117 百万円 

 （２）担保に係る債務 
  該当事項はない。 

 

３. 保証債務 
 以下の金額は、債務保証額から債務保証損失引当金として計上した金額を控除した
金額を記載している。 

関係会社の金融機関からの借入金等に対する保証 
Yangon Museum Development Pte. Ltd. 

  Minato Vietnam Co., Ltd. 
    藤田（中国）建設工程有限公司 

株式会社エフ・ティー・シー大分 
  Fujita Corporation (Thailand) Ltd. 

株式会社高環境エンジニアリング 
 その他の得意先等に対する保証 
  JR 久留米駅前第二街区市街地再開発組合 

 
2,329 百万円 
1,813 百万円 
878 百万円 
205 百万円 
199 百万円 
6 百万円 

 
4 百万円 

   合 計 5,435 百万円 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
短期金銭債権 
長期金銭債権 
短期金銭債務 
長期金銭債務 

 
6,460 百万円 
3,551 百万円 

45,087 百万円 
26,630 百万円 

５．事業用土地の再評価 
土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34号）に基づき、事

業用土地の再評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を固定負債に、土地再評価差額
金を純資産の部にそれぞれ計上している。 
再評価の方法……………土地の再評価に関する法律施行令（平成 10年 3月 31 日公布

政令第 119 号）第 2条第 1 号に定める標準地の公示価格に基
づいて、合理的な調整を行って算定している。 

再評価を行った年月日…2002 年 3 月 31 日 
 再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額
の合計額より、30百万円下回っている。 
なお、土地再評価差額金については、土地の再評価に関する法律第 7条の 2 第 1項

の規定により、配当に充当することが制限されている。 
６．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は相殺せず

に両建てで表示している。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金の
うち、工事損失引当金に対応する額は 34 百万円である。 
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税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 

貸倒引当金 

固定資産減損損失 

非上場株式評価損 

賞与引当金 

退職給付引当金 

退職給付信託 

債務保証損失引当金 

その他 

 

1,285 

898 

3,210 

1,647 

5,458 

737 

1,229 

4,520  

 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

繰延税金資産小計 18,987 百万円 

評価性引当額 △6,970 百万円 

繰延税金資産合計 12,017 百万円 

繰延税金負債 

  圧縮記帳積立金 

 その他有価証券評価差額金 

 その他 

 

1,160 

455 

131 

 

百万円 

百万円 

百万円 

繰延税金負債合計 1,748 百万円 

繰延税金資産の純額 10,268 百万円 

 
 

関連当事者との取引に関する注記 
１．親会社及び法人主要株主等         （単位：百万円） 

種 類 会社等の名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 取引の内容 
取引金

額 
科 目 期末残高 

親 会 社 大和ハウス工

業株式会社 

被所有 

直接 100.0％ 

資金の借入 

 

 

短期資金の借入 

(注)1.2. 

長期資金の返済

(注)1. 

利息の支払 

33,502 

 

260 

 

96 

短期借入金 

 

長期借入金 

 

32,002 

         

26,630 

 

         

建設工事共

同企業体に

よる共同施

工 

共同施工物件の

工事費に係る資

金の預り 

1,449 預り金 5,451 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1.資金の借入については、大和ハウスグループＣМＳ（キャッシュ・マネジメント・サービス）による取引であ

り、利率については市場金利を勘案して合理的に決定している。 

   2.取引金額は、期中の平均残高を記載している。 
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２．子会社及び関連会社等         （単位：百万円） 

種 類 会社等の名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

子 会 社 藤田商事株式

会社 

所有 

直接 100.0％ 

当社建設 

資材の調達 

資材の購入 

(注)1. 2. 

20,202 

 

 

電子記録債務 

工事未払金 

2,520 

2,112 

株式会社エフ・

ティー・シー大

分 

所有 

直接 43.1％ 

間接 0.6％ 

資金の貸付 長期資金の

貸付(注)3. 

利息の受取 

345 

 

12 

長期貸付金(注)4. 

 

3,044 

 

債務保証 債務保証 

（注）5.6. 

205 

 

      － － 

藤田（中国）建

設工程有限公

司 

所有 

直接 100.0% 

現地法人 配当の受取 1,164       － － 

関連会社 Yangon Museum 

Development 

Pte. Ltd. 

所有 

間接 36.0% 

債務保証 債務保証 

（注）5.7. 

6,344 

 

      － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）1.資材の購入については、一般的取引条件と同様に決定している。  

   2.取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めている。 

3.資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。 

4.長期貸付金に対し3,030百万円の貸倒引当金を計上している。この引当金に関連し、当事業年度において330百万

円の貸倒引当金繰入額を計上している。 

5.債務保証は、金融機関からの融資に対して保証したものであり、取引金額は期末日現在の当社分の保証残高である。 

6.当事業年度において179百万円の債務保証損失引当金戻入額を計上している。 

7.債務保証の期末残高に対し、4,015百万円の債務保証損失引当金を計上している。この引当金に関連し、当事業年

度において4,015百万円の債務保証損失引当金繰入額を計上している。 

 
３．兄弟会社等             （単位：百万円） 

種 類 会社等の名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

親会社の 

子会社 

ＤＨ弥富開発

特定目的会社 

なし 建設工事の

請負 

工事の請負 

(注)1. 2. 

7,629 

 

 

完成工事未収入金 4,740 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）1.工事の請負については、一般的取引条件と同様に決定している。  

   2.取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めている。 
 
１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 4,902 円 05 銭 

２．１株当たり当期純損失 20 円 40 銭 

 
重要な後発事象に関する注記 
  該当事項はない。 
 

 


